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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　可撓性を有し情報を記録するディスクを回転させる回転機構と、
前記ディスクに対向するように近接配置して、回転する前記ディスクの形状を安定化させ
る、回転可能な円盤状の第一のスタビライザと、
第一のスタビライザに離接可能に配置して、前記第一のスタビライザの形状を安定化させ
る第二のスタビライザとを備え、
前記ディスクに対し情報の記録及び再生の少なくとも一方を行う記録再生装置であって、
前記第一のスタビライザは、前記ディスクの回転方向と逆方向に回転し、前記ディスクと
の相対速度が一定値であることを特徴とする記録再生装置。
【請求項２】
　前記第二のスタビライザの前記第一のスタビライザとの対向面は、平面状又は凹面状に
湾曲していることを特徴とする請求項１に記載の記録再生装置。
【請求項３】
　可撓性を有するディスクに対し情報の記録及び再生の少なくとも一方を行う記録再生装
置の駆動方法であって、
第一のスタビライザを前記ディスクに対向するように配置して、前記ディスクが回転する
方向と逆方向に一定回転数で回転させる第１のステップと、
前記ディスクを回転させて回転速度を上げていくと共に、前記第一のスタビライザの回転
速度を前記ディスクとの相対速度が一定値となるように下げていく第２のステップと、
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前記ディスクを回転形状が安定化する一定速度で回転させるとともに、前記第一のスタビ
ライザの回転を停止させる第３のステップと、
前記第一のスタビライザとは離間していた第二のスタビライザを前記第一のスタビライザ
に密着させる第４のステップと、
前記ディスクの回転速度を、情報の記録又は再生を行う回転速度に上げる第５のステップ
と、
を含むことを特徴とする記録再生装置の駆動方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、記録再生装置及びその駆動方法に関し、特に薄型光ディスクに対する記録再
生装置及びその駆動方法関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、テレビ放送のデジタル化が始まるなど、大容量のデジタルデータを記録すること
が情報記録媒体に求められている。例えば、光ディスクの分野においては、情報の記録再
生のために光ディスクに集光される光スポット径を小さくすることが、高密度化のための
基本的な方法の一つに挙げられる。なお、以下において光ディスクを代表として説明する
が、本発明が対象とする記録再生装置（ディスクドライブ装置ともいう。）に用いられる
ディスクは、相変化メモリ，光磁気メモリ，ホログラムメモリなどのディスク状の記録媒
体すべてを対象にし、特に光ディスクに限定するものではない。
【０００３】
　従来の光ディスクおよびそのディスクドライブ装置においては、例えば、一般に普及す
るＣＤ、ＤＶＤ、青紫色レーザーを用いた光ディスク（Blu-ray DiscやＨＤ－ＤＶＤ）な
ど、再生用又は、追記型・書き換え型光ディスクでは、ディスク直径１２０ｍｍ、ディス
ク厚が１．２ｍｍのポリカーボネート基板により構成され、回転起動は、スピンドルに付
随した台座に乗せてからそのまま回転させ、その後レーザー光を照射するピックアップの
動作によりデータの記録再生を行っている。
【０００４】
　記録情報の大容量化に伴いデータ転送レートの高速化が求められているが、例えば、放
送用ＨＤＴＶの映像録画における転送レートは、２５０Ｍｂｐｓ以上が一つの目安と言わ
れている。この転送レートをディスクの記録面全面での実現する場合、内周部での転送レ
ートを確保するために、ディスクは１５０００ｒｐｍ以上の高速回転が必要となる。この
ような高速回転においても、記録再生時のディスク面へのフォーカスサーボ追従の観点か
ら、高速回転に伴うディスクの面振れを小さくすることが必要である。さらに、記録情報
の大容量化に対応して、レーザーを絞り込んで高密度の記録再生を行う上では、ディスク
回転時のディスク面の揺れ、すなわち面振れ量が小さいことが非常に重要である。
【０００５】
　剛体のディスクの振動による面振れ対策としては、従来から、弾性体によりディスクを
ターンテーブル上に保持して回転させるディスクの振動防止装置が知られている。これら
の振動防止装置では、通常用いられている剛体材料製のディスクを、弾性材料を介してタ
ーンテーブル（スピンドル）に固定している。そして、弾性材料により、ディスクを回転
させた場合の振動（共振）の抑制や、ディスク保持部のゴミの挟み込みによる結合不良に
よる振動を防止している。しかし、剛体材料製のディスクでは、１００００ＲＰＭを超え
るような高速回転の記録再生には不向きである。
【０００６】
　そこで、ポリカーボネートフィルムによる厚さ０．０８～０．２ｍｍで、光学透過層の
厚さが０．１ｍｍ以下の薄型光ディスク（以降、『薄型光ディスク』と記す）を用いた光
ディスクが知られている。この薄型光ディスクの駆動装置については、たとえば、対物レ
ンズのＮＡが０．５５から０．６６の光学系から構成されるデータ容量（レーザー光源が
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４０５ｎｍ付近で対物レンズのＮＡが０．８５である装置が１２０ｍｍのディスクで約２
３から２５ＧＢの容量を持つのに対し、ＮＡ０．６５の場合約１５ＧＢ）の装置（例えば
ＤＶＤフォーマットやＨＤ－ＤＶＤフォーマットによる装置）の場合、光学補正層が約０
．５ｍｍ必要となる。
【０００７】
　直径１２０ｍｍで約２３から２５ＧＢの容量をもつディスクとする場合、スタビライザ
を用いた、薄型光ディスクにおいては、スピンドルに付随する台座に載せて回転させるが
、薄型光ディスクの面振れが大きくなりデータ読み取りが不可能である。このため、高速
回転に適するディスクとして可撓性を有するディスクがある。可撓性を有するディスクの
高速回転に伴う面振れ対策としては、ディスクを高速回転させたときの空気力学的な安定
化手段を用いる方法が提案されている。可撓性を有するディスクにおいては、高速回転さ
せると、剛体材料製のディスクのような共振による面振れではなく、可撓性で円盤状のデ
ィスクの高速回転にともなう波打ち現象のような面振れが起こり易い。また、可撓性を有
するディスクは、回転開始前又は低速回転時に重力による垂れ下がり現象がある。
【０００８】
　特許文献１に開示されているように、ディスク面の下方にスタビライザを配置し、ディ
スクと同時に回転させ、ディスクが重力で垂れ下がってもスタビライザが支えることがで
き、対物レンズから出射されるレーザー光を集光する役割も同時に持つ、光学透過層兼姿
勢制御板（スタビライザ）を持つ構成の光ディスク駆動装置がある。
【０００９】
　また、高速回転での面振れに対しては、空気力学的な安定化手段を用いる方法が知られ
ている。例えば、特許文献２、特許文献３に開示されている光ディスク駆動装置は、ディ
スク上方からディスク表面に被さるように平坦かあるいはある程度の湾曲した形状をもつ
スタビライザを０．１ｍｍ程度の間隔で近接させることで、従来型の１．２ｍｍ厚の光デ
ィスクよりも面振れを抑制し、高速時でも高精度な読み取りを可能としている。なお、こ
のとき、高速回転域すなわち回転数が４０００ｒｐｍ以上で、面振れ量が少なくなること
が知られている。
【特許文献１】特開２００６－３４４２９１号公報
【特許文献２】特開２００６－１０７６９９号公報
【特許文献３】特開２００７－１４９３１１号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　特許文献１に開示された薄型光ディスク駆動装置では、対物レンズのＮＡが０．８５付
近で、１２０ｍｍのディスクで約２３から２５ＧＢの容量を持つ装置を構成する場合は、
光学透過層厚が０．１ｍｍ付近である必要があるが、ディスク自身でこの光学透過層を持
つため、ディスクと対物レンズの間に、光学透過層兼姿勢制御板を挿入する構成をとるこ
とができない。
【００１１】
　また、特許文献２や特許文献３のような薄型光ディスクを起動する際には、その薄さと
柔らかさから、装着して回転させる前にディスク中心から外周に向けてディスク自身が重
力により垂れ下がり、現在一般に用いられている光ディスク記録装置に適用した場合、一
定の回転数まで加速していく際に、ディスクがそのディスクドライブ周辺部分（シャーシ
）に接触し、ディスク自身及びデータを損傷する恐れがある。一般に、薄型光ディスクは
、回転数が大きくなるにしたがって遠心力により徐々に平坦になっていくが、４０００ｒ
ｐｍ以下の低速回転時や０ｒｐｍからの加速時には、空気力学的な安定化効果があまり働
かず、重力の影響を受けて面振れ量が極端に大きくなるという問題点は避けられなかった
。
【００１２】
　本発明の目的は、上述の課題を踏まえ、可撓性を有する薄型ディスクを低速回転域にお
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いても安定回転できる記録再生装置及びその駆動方法を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　上記課題を解決するため本発明者等は、以下の発明を完成した。　
　本発明は、可撓性を有し情報を記録するディスクを回転させる回転機構と、前記ディス
クに対向するように近接配置して、回転する前記ディスクの形状を安定化させる、回転可
能な円盤状の第一のスタビライザと、第一のスタビライザに離接可能に配置して、前記第
一のスタビライザの形状を安定化させる第二のスタビライザとを備え、前記ディスクに対
し情報の記録及び再生の少なくとも一方を行う記録再生装置であって、前記第一のスタビ
ライザは、前記ディスクの回転方向と逆方向に回転し、前記ディスクとの相対速度が一定
値であることを特徴とする記録再生装置である。
【００１４】
　好ましい本発明は、前記第二のスタビライザの前記第一のスタビライザとの対向面は、
平面状又は凹面状に湾曲していることを特徴とする前記記録再生装置である。
【００１５】
　本発明は、可撓性を有するディスクに対し情報の記録及び再生の少なくとも一方を行う
記録再生装置の駆動方法であって、第一のスタビライザを前記ディスクに対向するように
配置して、前記ディスクが回転する方向と逆方向に一定回転数で回転させる第１のステッ
プと、前記ディスクを回転させて回転速度を上げていくと共に、前記第一のスタビライザ
の回転速度を前記ディスクとの相対速度が一定値となるように下げていく第２のステップ
と、前記ディスクを回転形状が安定化する一定速度で回転させるとともに、前記第一のス
タビライザの回転を停止させる第３のステップと、前記第一のスタビライザとは離間して
いた第二のスタビライザを前記第一のスタビライザに密着させる第４のステップと、前記
ディスクの回転速度を、情報の記録又は再生を行う回転速度に上げる第５のステップと、
を含むことを特徴とする記録再生装置の駆動方法である。
【発明の効果】
【００１６】
　本発明によれば、可撓性を有する薄型ディスクを低速回転域においても安定回転できる
記録再生装置及びその駆動方法を提供することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１７】
　本発明の記録再生装置は、可撓性を有し情報を記録するディスクを回転させる回転機構
と、前記ディスクに対向するように近接配置して、回転する前記ディスクの形状を安定化
させる、回転可能な円盤状の第一のスタビライザと、第一のスタビライザに近接配置して
、第一のスタビライザの形状を安定化させる第二のスタビライザとを備え、前記ディスク
に対し情報の記録及び再生の少なくとも一方を行う記録再生装置であって、第一のスタビ
ライザは、ディスクの回転方向と逆方向に回転することができ、前記ディスクとの相対速
度が一定値である。高速で回転する可撓性の薄型ディスクは、遠心力により比較的安定し
て回転させ得るが、低速領域では重力の影響や周辺の空気との干渉により垂れ下がったり
、波打ったりしながら回転する。このような可撓性の薄型ディスクの形状変化を「面ぶれ
」と呼んでいる。なお、面ぶれは高速回転域でも起こってはいる。ディスクが回転中に所
定幅以上の面ぶれを起こすと、情報の記録再生ができないことは勿論、周辺の部品等と接
触して記録内容の破損やディスクそのものの破壊につながる恐れがある。
【００１８】
　本発明の記録再生装置は、このような可撓性の薄型ディスクの高速回転域だけでなく、
低速回転域での面ぶれをも抑えることができる。一般に、記録再生装置におけるスタビラ
イザは、可撓性の薄型ディスクの回転中の面ぶれを抑える働きをするものであるが、本発
明の記録再生装置は、主にディスクの低速回転時の面ぶれを抑制する回転可能な第一のス
タビライザと、第一のスタビライザの外側（薄型ディスク側と反対側）から第一のスタビ
ライザを介して、主にディスクの高速回転時の面ぶれを抑制する第二のスタビライザとを
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備えている。
【００１９】
　第一のスタビライザは、ディスクと同軸で回転するが、ディスクとは逆方向に回転する
。そして、ディスクの回転が停止している間に一定回転数まで回転させてディスクに近接
させておき、その後ディスクを起動する。ディスクの回転速度が上がるに従って、第一の
スタビライザの回転速度を下げ、両者の相対回転速度をほぼ一定値に保つ。なお、第一の
スタビライザとディスクの相対回転速度は、厳密に一定値でなくてもよく、両者の間に働
く空気力学的作用が同等とみなされる範囲で一定値とすればよい。そして、ディスクの回
転速度が前記の一定回転数まで上がった時点で第一のスタビライザの回転数は０になる。
ここで、一定回転数は、ディスクの回転形状が不安定な低速域を超えた回転速度に対応し
ていることが好ましい。なお、一般に、スタビライザを備えた記録再生装置におけるディ
スクの安定化する回転速度は、４０００ｒｐｍ程度とされており、一定回転数は４０００
ｒｐｍ程度とすることが好ましい。第一のスタビライザの回転数が０になった時点で、第
二のスタビライザを第一のスタビライザに密着又は近接させることにより、ディスクは第
一のスタビライザを挟んで第二のスタビライザの対向面の形状に従って安定しながら回転
する。なお、第二のスタビライザの対向面の形状は、平面状又は凹面状であることが好ま
しい。このような状態で、記録再生装置は、所望の回転数でディスクに安定した情報を記
録又は再生ができる。一般に、情報を記録又は再生するディスクの回転速度は、ディスク
の安定化する回転速度以上であり、例えば、１００００ｒｐｍ以上、１５０００ｒｐｍ程
度が好ましい。
【００２０】
　ディスクへの記録再生を停止する場合には、ディスクの回転を一定回転数、例えば４０
００ｒｐｍまで下げて、一定回転数になった時点で、第二のスタビライザを第一のスタビ
ライザから離間させ、第一のスタビライザを、第一のスタビライザとディスクの相対的な
回転速度が一定になるように、ディスクの回転と逆方向に回転させながら、ディスクの回
転速度を下げ、ディスクを停止させる。なお、第一のスタビライザとディスクの相対的な
回転速度は、厳密に一定でなくてもよい。ディスクの回転速度が遅いときに、第一のスタ
ビライザとディスクが、狭い間隙を介して空気力学的な作用を発揮して、ディスクの重力
による垂れ下がりを抑制できる程度の相対速度を保っていればよい。第一のスタビライザ
は、ディスクの回転が停止してから停止させればよい。なお、必要に応じ、ディスクと第
一のスタビライザを離間させたり、ディスクを記録再生装置から取り外したりしてから第
一のスタビライザを停止させてもよい。
【００２１】
　第一のスタビライザは、どのような材質のものでもよいが、金属あるいはアクリル樹脂
などでできた剛性のある材料で構成されたもの、あるいは、静止時にも重力の影響でほと
んど垂れ下がりがない程度の剛性をもつが、多少可撓性の高分子フィルム、特にポリカー
ボネートフィルムや金属により厚さ０．２ｍｍから０．３ｍｍで構成されたものが好まし
い。可撓性のある第一のスタビライザは、第二のスタビライザが接近してきて、第一のス
タビライザに密着したときに、第一のスタビライザの表面形状が、第二のスタビライザの
表面形状と同じになるように変形することが好ましい。これにより、ディスクの高速回転
域では、ディスクに対向する第一のスタビライザの表面は、第二のスタビライザの表面形
状により調整することができる。なお、第一のスタビライザは、第二のスタビライザと密
着していないときは、円盤形状を保っていることが好ましい。特に第一のスタビライザが
回転中は、円盤形状を保っていることが好ましい。
【００２２】
　（第一の実施形態）
　以下に具体的な本発明の記録再生装置、及びその駆動方法について説明する。　
　図１は、本発明の記録再生装置に係る、薄型光ディスク（以下、ディスクと略称する。
）の回転機構の起動から記録再生をするための定常回転までのステップを示す側面図であ
る。図２は、ディスクの回転機構の起動から定常回転までのタイムチャートを示す。以下
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、図１、２に従って第一の実施形態の記録再生装置について説明する。
【００２３】
　図１において、（１）は薄型光ディスク回転前の状態であり、第一のスタビライザの回
転が４０００ｒｐｍまで上昇している状態、（２）は薄型光ディスクが回転を始め４００
０ｒｐｍに向かって速度上昇中の状態、（３）は薄型光ディスクが定常回転になり、記録
再生が行われている状態である。なお、第一のスタビライザの回転速度は、（２）の状態
において４０００ｒｐｍから０ｒｐｍへと下降している。
【００２４】
　第一の実施形態の回転機構は、記録再生装置のシャーシ６上にディスク１の回転用のス
ピンドルモータ４が配置されており、図１においては、ディスク１の中央部がスピンドル
モータ４の軸上に配置され、スピンドルモータ４により駆動されるようになっている。な
お、図１（１）においては、ディスク１は静止しているので、外周部は重力により垂れ下
がっている。ディスク１の上部には、第一のスタビライザ３と第二のスタビライザ２が、
それぞれ狭い間隔をおいて配置されている。第二のスタビライザ２は回転不能であるが、
第一のスタビライザ３は回転軸７を介してスピンドルモータ５と連結されており、ディス
ク１と同じ中心軸を持って、異なった回転速度で逆回転可能である。また、第一のスタビ
ライザ３はディスク１側に、第二のスタビライザ２は第一のスタビライザ３側に移動可能
である。
【００２５】
　（記録再生装置による記録再生操作）
　図１（１）から図１（３）、及び図２を参照にしながら、本発明の記録再生装置による
ディスク１からの記録再生操作を説明する。図１（１）は、ディスク１の回転前の状態で
あり、ディスク１は回転機構（ディスクドライブ）のスピンドルモータ４により回転駆動
できるよう装填されている。このときディスク１は停止しており、ディスク１は、例えば
外周部は２ｍｍ程度垂れ下がった状態である。
【００２６】
　スタビライザは、第一のスタビライザ３と第二のスタビライザ２により構成される。第
一のスタビライザ３は、ディスク１の回転方向とは逆方向に回転し加減速することのでき
るスタビライザで、ディスク１に近接する面の形状は、平坦か、あるいは、回転停止時に
は、光ヘッドの移動する接線方向に対し、左右にある程度の曲率を持って湾曲した凹面形
状とすることができるものである（ただし、停止時にはある程度の角度をずらして停止す
ることもある。）。第一のスタビライザ３の厚さは、ディスク１が０．１ｍｍであること
を想定した場合、それより厚い１ｍｍ程度の厚さを想定している。第一のスタビライザ３
は、静止しても実質的に重力で垂れ下がらず、０．１ｍｍの間隔でディスク１と４０００
ｒｐｍで回転しながら近接しても形状変化しない程度の質量と硬さをもつものである。
【００２７】
　第二のスタビライザ２は回転せず、第一のスタビライザ３と離接可能である。第二のス
タビライザ２は、ディスク１が高速回転（例えば１５０００ｒｐｍ）で回転しても、形状
が変形しない程度の重さと硬さをもち、厚さは第一のスタビライザ３に比べ、安定度の高
い５～１０ｍｍのアクリルまたは銅、真鍮などの金属でできたものが好ましい。
【００２８】
　図１（１）に示した状態は、図２に示した、本発明の記録再生装置の駆動方法に係るタ
イムチャートにおける、記録再生装置の起動前（図２の（停止時）、（Ａ）領域）から、
第一のスタビライザ３が４０００ｒｐｍまで、ディスク１の回転方向と逆方向に回転駆動
されている状態を示している。このとき、図２に示すように、ディスク１（薄型光ディス
ク）の外周部の垂れ下がり量は２．０ｍｍｍ、第一のスタビライザ３とディスク１（の中
心部付近）の間隔は０．１ｍｍである。第一のスタビライザ３は、スピンドルモータ５に
よる駆動開始とともに、ディスク１の正規回転方向と反対方向に回転を始め（状態Ｂ領域
）、４０００ｒｐｍで定常回転している（（Ｃ）領域）。この状態で、ディスク１は、ま
だ回転しておらず、外周部が垂れ下がったままである。なお、第一のスタビライザ３と第
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二のスタビライザ２の間隔は１．０ｍｍのままである（（Ａ）～（Ｃ）領域）。
【００２９】
　このディスク１は、従来の薄型光ディスクと同様、従来のような固定されたスタビライ
ザを備えていれば、４０００ｒｐｍ以上で面ぶれが小さくなり、安定回転する性質を備え
ている。安定回転領域に入る回転数が４０００ｒｐｍ以外の薄型光ディスクを使用する場
合は、第一のスタビライザ３の一定の回転数を安定回転領域に入る回転数（但し、ディス
ク１とは逆回転である。）にすればよい。
【００３０】
　第一のスタビライザ３とディスク１との間隔は、０．１ｍｍとしているが、この間隔は
、ディスク１が４０００ｒｐｍ以上で面ぶれを最小にするような間隔である。通常の薄型
光ディスクであれば、第一のスタビライザ３とディスク１との間隔は、０．１ｍｍとする
ことで、ディスク１の面ぶれ量は１０μｍ程度となる。この間隔は、ディスク１の性能に
合わせて適当に調整すればよい。
【００３１】
　次に、ディスク１をスピンドルモータ４により正方向（ここでは、図１（２）において
上から見て時計回り）に回転させ始め、これを等加速度で加速させて、４０００ｒｐｍと
する（図１（２）の状態、及び図２の（Ｄ）領域）。このとき、ディスク１の回転速度と
第一のスタビライザ３との相対速度（相対回転速度）は一定となるように、第一のスタビ
ライザ３の回転を減速する。この間、ディスク１は回転速度の上昇とともに遠心力により
、外周部の垂れ下がり状態から水平状態へと変化する。従来の記録再生装置のようにディ
スク１の回転数が低いときに、ディスク１が大きく垂れ下がったまま回転し、ディスク１
の下側のシャーシ６部分にディスク１が擦れて破損したり、記録内容が損傷したりするリ
スクを低減できる。このようにすることにより、ディスク１は、０ｒｐｍから４０００ｒ
ｐｍへと回転速度を加速していく段階で、従来のディスクのような大きな面ぶれを起こさ
ないで定常状態である４０００ｒｐｍになることができる（図２の（Ｄ）領域）。
【００３２】
　図２に示したタイムチャートを参照にして説明すれば、図２の（Ｄ）領域においては、
ディスク１の外周部の垂れ下がり量は回転数の増加とともに減少し、ディスク１の定常状
態での面ぶれ量１０μｍの範囲に収まってしまう。本発明の記録再生装置においては、デ
ィスク１が４０００ｒｐｍになる以前、例えば２５００ｒｐｍ程度でディスク１は定常状
態になってしまうことが多い。第一のスタビライザ３は、ディスク１との相対回転速度を
４０００ｒｐｍを保つように減速され、ディスク１の回転数が４０００ｒｐｍとなった時
点で停止される。このように、本発明の記録再生装置においては、ディスク１の回転の不
安定領域である低速回転数領域が、０～４０００ｒｐｍではなく、０～２５００ｒｐｍと
狭くなっており、面ぶれ量も小さくなっている。
【００３３】
　ディスク１が４０００ｒｐｍになり、ディスク１の面振れが安定したところで、第二の
スタビライザ２が上方から第一のスタビライザ３に向かって移動し、第一のスタビライザ
３と結合する（図２の（Ｅ）領域）。第一のスタビライザ３と第二のスタビライザ２の結
合面は、ディスク１が高速回転（例えば１５０００ｒｐｍ）で回っても、第一のスタビラ
イザ３が振動しないように、吸着ゴム等を表面に貼付けて密着するようにしておくことが
好ましい。このようにして、ディスク１が記録再生を実行する高速回転に達したときは、
第一のスタビライザ３と第二のスタビライザ２が一体化して、従来のスタビライザと同様
にディスク１の安定性を促すスタビライザとして振舞うこととなる。本発明の記録再生装
置は、ディスク１の面ぶれが少なく安定化する領域に達するまでの時間が短く、およそ４
０００ｒｐｍ以下の不安定領域と呼ばれている回転数領域でも、面ぶれ量が比較的小さく
、安定化する回転数も低い。
【００３４】
　ディスク１が４０００ｒｐｍ以上になり、面ぶれがなく安定に回転すれば、ディスク１
を所望の回転数（例えば、１５０００ｒｐｍ）まで上げ（図２の（Ｇ）領域）、従来の記
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録再生装置と同じように、目標のトラックにて記録再生ヘッドを動作し、ディスク１に対
し例えばレーザビームによりデータの記録再生を行うことができる。
【００３５】
　記録再生が終了し、記録再生装置を停止させるときは、記録再生ヘッドのトラッキング
サーボの動作とフォーカスサーボの動作を停止し、ディスク１を安定な領域での低速回転
数（例えば４０００ｒｐｍ）まで減速させる。そして、第一のスタビライザ３を第二のス
タビライザ２から離し、稼働開始前と同じように約１ｍｍ離間させる。
【００３６】
　第二のスタビライザ２が第一のスタビライザ３から離間したら、図２のタイムチャート
を稼働開始時と反対に（Ｄ）領域から（Ａ）領域へと辿るようにして、稼働停止をする。
ディスク１の回転数を４０００ｒｐｍからさらに低下させるとともに、第一のスタビライ
ザ３をディスク１と逆方向に回転させ、第一のスタビライザ３とディスク１との相対回転
速度を４０００ｒｐｍに保ちながら、ディスク１の回転を減速し停止する。これに伴い、
第一のスタビライザ３は、ディスク１の回転方向と逆方向に４０００ｒｐｍで回転するこ
とになる。ディスク１は、外周部が回転数低下とともに重力により垂れ下がる傾向にある
が、従来の記録再生装置のようには垂れ下がらない。回転している第一のスタビライザ３
の空気力学的作用によって、ディスク１は、かなりの低速回転まで第一のスタビライザ３
と等間隔で安定していることが多い。このため、従来の記録再生装置のようにディスク１
の回転数が低下したときに、ディスク１が垂れ下がり、ディスク１の下側のシャーシ６部
分にディスク１が擦れて破損したり、記録内容が損傷したりするリスクを低減できる。
【００３７】
　ディスク１の回転が完全に停止してから、第一のスタビライザ３の回転を停止させて装
置全体の稼働停止とする。この際、必要に応じて第一のスタビライザ３をディスク１の上
方に移動させ、ディスク１を取り出しやすくしてもよい。
【００３８】
　なお、ディスク１が、例えば２５００ｒｐｍくらいで安定化するのであれば、図２のタ
イムチャートにおける（Ｂ），（Ｃ）領域において、第一のスタビライザ３の最大回転数
を２５００ｒｐｍとしてもよい。第一のスタビライザ３の回転数を低くすれば、その分消
費電力が少なく済み、省エネルギー運転とすることができる。
【００３９】
　（第二の実施形態）
　図３には、図２のタイムチャートに対応する第二の実施形態の記録再生装置の駆動方法
のタイムチャートを示す。第二の実施形態の第一の実施形態との違いは、記録再生装置の
稼働開始時に、第一のスタビライザ３をディスク１から０．４ｍｍ程度離間させておく。
特に、第一のスタビライザ３が厚さ０．２ｍｍほどである程度の可撓性を持つ場合は、回
転起動時に最大０．３ｍｍ程度の面振れをもちながら回転し始め、回転数の増加に伴い遠
心力で水平に近づき徐々に面振れが小さくなるため、第一のスタビライザ３の回転を始め
てから、第一のスタビライザ３の回転数の上昇とともに、第一のスタビライザ３とディス
ク１の距離を徐々に０．１ｍｍまで接近させる（図３の（Ｂ）領域参照）。このようにす
ることで、スタビライザ３がある程度の可撓性を持つ場合は、ディスク１に接触する恐れ
がなく、回転加速することができる。
【００４０】
　この実施形態の記録再生装置は、図３における（Ｃ）領域以降は、第一の実施形態の記
録再生装置の図２における（Ｃ）領域以降と同様でよい。稼働停止時においては、ディス
ク１の回転を停止し、第一のスタビライザ３の回転を停止させる際に異なった操作を行う
。この実施形態の記録再生装置では、第一のスタビライザ３の回転数の下降とともに、第
一のスタビライザ３とディスク１の距離を徐々に０．４ｍｍまで離間させて行けばよい。
このようにすることで、第一のスタビライザ３の外周部が垂れ下がっていっても、ディス
ク１に接触する恐れがない。
【００４１】
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　本発明の記録再生装置及び駆動方法により、ディスク起動の回転加速時には、極力、デ
ィスクは、外周部付近が周辺のディスク装置のシャーシ６に接触せずに回転し、また、回
転減速・停止時にも極力周辺への接触を防ぐことができるため、ディスク自身を損傷せず
に、ディスクに記録したデータの長期保存を行い、記録したデータの再現性を持続させる
効果がある。
【産業上の利用可能性】
【００４２】
　本発明は、可撓性を有するディスクに対して記録および／または再生処理を行う記録再
生装置、ディスク組立体、ディスクカートリッジに適用され、特に、今後開発される高速
大容量記録再生用のディスクやそのカートリッジ、記録再生装置に好適に適用できる。
【図面の簡単な説明】
【００４３】
【図１】本発明の記録再生装置における、薄型光ディスクを載せたディスク回転機構の側
面図である。（１）は、薄型光ディスク回転前の状態であり、第一のスタビライザの回転
が４０００ｒｐｍまで上昇している。（２）は、薄型光ディスクが回転を始め４０００ｒ
ｐｍに向かって速度上昇中である。なお、第一のスタビライザの回転速度は４０００ｒｐ
ｍから下降している。（３）は、薄型光ディスクが定常回転になり、記録再生が行われて
いる状態である。
【図２】図１におけるディスク回転機構の各部分の動作を表すタイムチャート例（１）
【図３】図１におけるディスク回転機構の各部分の動作を表すタイムチャート例（２）
【符号の説明】
【００４４】
１：ディスク（薄型光ディスク）
２：第二のスタビライザ
３：第一のスタビライザ
４：スピンドルモータ（ディスク駆動用）
５：スピンドルモータ（第一のスタビライザ駆動用）
６：シャーシ（の記録再生装置の一部分）
７：第一のスタビライザ回転軸
８：記録再生ヘッド
９：レーザビーム
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